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高齢者施設等の災害対策の推進

・高齢者施設等は、災害の際に自力避難が困難である方が多く利用する施設であること
から、利用者の安全を図るため、災害時に速やかな対応ができる体制整備や減災のた
めの事前対策を講じ、施設の災害適応力を高めておく必要がある。
　・多数の高齢者が入所、通所する施設等は、被災後でも高齢者に対して適切なケアが安

　　定して提供できるよう、ソフト・ハードの両面からの対策が求められている。

　・そのため、各施設の実情に即した災害対策マニュアルを作成し、災害対策の一層の推
進を図る必要がある。
　・多くの高齢者施設でマニュアルを既に作成しているが、アンケート等から課題を整理し、さらに内容の充実を図るため今回マニュアル作成支援を行うものである。
災害対策マニュアル作成の留意点

○シンプルかつ具体的な内容
　　・マニュアルは緊急時に用いることから、図表や箇条書きなど、シンプルで具体的な

　　　内容が良い。

　○作成するプロセスも重要

　　・全職員、全部門の参加を得ることが必要。

　○利用者特性の把握

　　・情報伝達時や避難時などに、利用者の特性に合わせた配慮が必要。

　○防災訓練後の見直し

　　・防災訓練を通して、マニュアルの改善点が見つかれば、随時見直しが必要。

　○事業継続の取り組みの必要性

　　・入所・通所サービスなどの事業が継続できないと利用者の安全や生命が脅かされ

　　　る危険性がある。

　　・このため、各サービスを中断させず、また中断しても短期間で再開することができ

るよう事業継続計画（ＢＣＰ）を平常時から定める必要がある。

　
１　平常時からの準備

　　災害時に適切な対応ができるよう、平常時より役割分担や連絡体制を整え、施設の防災対策等の準備をしていく。
①立地条件と災害予測
　・施設（通所、入所）のある場所にどのような災害が予測されるか把握する。
　・施設やその周辺に、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険箇所

　　に指定されている区域があれば、土砂災害発生に備えた対策が必要。

　・施設やその周辺が、浸水想定区域が指定されている場合、洪水への備えが必要。

　・区の防災担当が作成するハザードマップ等により、災害を予測しておく。
　・東京都防災ホームページより、首都直下型地震等による被害想定を確認し、災害を

予測しておく。

・東京都が作成する計画、報告書、マップ他により、木密密集地域等の情報を確認し、火災等の災害を予測しておく。

　　

○土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域
東京都土砂災害危険個所マップ

http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/kasen/map/SakuinALL.html







○浸水想定区域
東京都建設局ホームページ

http://www.kensetsu.metro.tokyo.jp/suigai_taisaku/index/menu02.htm









○首都直下型地震等による被害想定
　東京都防災ホームページ
　http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/pdf/assumption_h24outline.pdf
○震災時に大きな被害が想定される地域（木密密集地域）

　東京都市整備局ホームページ
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/bosai/mokumitu/
○文京区防災ホームページ
文京区防災ホームページには、防災マップ、水害ハザードマップ等や防災対策など

の情報もあることから、施設の立地条件の確認や防災対策を検討する上で必要な情報
となる。

文京区防災ホームページ　　　　　
http://bousaiweb.city.bunkyo.lg.jp/
○防災マップ

区内の避難所（区立小・中学校）や避難場所など災害時に避難する場所や備蓄倉庫、貯水槽などの防災施設の所在地の情報を提供している。

○水害ハザードマップ

大雨によって河川等が増水し、水があふれた場合の浸水予測結果（平成15年7月東
京都作成）に基づいて、浸水する範囲とその程度及び各地域の避難所を示している。緊急時に備え、施設から避難所までの経路などの確認を行う。
○過去の浸水履歴
区内において発生した、床上あるいは床下浸水の被害状況等について公開している。
○緊急速報メール（エリアメール）
災害発生時に災害情報や避難所開設情報等を伝達するため、携帯電話事業者のNTT
docomo、au、SoftBankの3社と協力し、区のエリア内の該当携帯電話に対して、緊急情報を配信する。 






②災害時体制整備

○役割分担の決定
　・災害の規模や時間帯に応じて、具体的に定め、職員への周知を徹底する。

　・総括責任者不在の場合に備え、代行者や第2、第3の代行者も定めておく。
【役割分担表（例）】
	担当
	業務内容
	担当者

	総　括

責任者
	・総括責任

　（避難の判断など、防災対策についての指揮、ほか全般）
	施設長
	

	
	
	代行者①
	

	
	
	代行者②
	

	情報収集・

連絡担当
	・気象、災害の情報収集

・職員への連絡、職員や職員家族の安否確認

・関係機関との連絡、調整

・利用者家族への連絡

・地域住民やボランティア団体、近隣の社会福祉施設への救援要請と活動内容の調整

・避難状況のとりまとめ
	事務長
	

	
	
	代行者①
	

	
	
	代行者②
	

	救護班
	・負傷者の救出

・負傷者への救急処置

・負傷者への病院移送
	リーダー
	

	
	
	ﾘｰﾀﾞｰ代理①
	

	
	
	ﾘｰﾀﾞｰ代理②
	

	安全対策班
	・利用者の安全確認

・施設、設備の被害状況確認

・利用者への状況説明
・利用者の避難誘導
・利用者家族への引き渡し

・帰宅支援

・火の元の確認、初期消火
	リーダー
	

	
	
	ﾘｰﾀﾞｰ代理①
	

	
	
	ﾘｰﾀﾞｰ代理②
	

	物資班
	・食料、飲料水、ほか備蓄品の管理、払出

・備蓄品の補給（販売店への発注）
	リーダー
	

	
	
	ﾘｰﾀﾞｰ代理①
	

	
	
	ﾘｰﾀﾞｰ代理②
	


○連絡体制の整備

　　・職員の緊急連絡網を整備する。
・職員及び家族の連絡先やメールアドレス等を把握しておく。

　　・携帯電話以外の方法を検討しておく。
　　・大災害の場合、安否確認に災害伝言ダイヤル171、携帯災害用伝言板を利用できる。いずれかの方法を使う場合、予め、職員、家族に周知しておく。

　　（なお、「災害伝言ダイヤル」は毎月1日と15日に体験利用ができる）

　　・災害伝言ダイヤル171のほか、携帯電話やスマートフォン、インターネット(web171)

     による、災害用伝言板の操作方法を確認しておく。

　

【職員防災連絡体制一覧表（例）】
	役職名
	氏名
	住所
	自宅電話
	携帯電話
	通勤時間・通勤手段

	理事長
	　
	　
	　
	　
	45分・中央線⇒山手線

	施設長
	
	
	
	
	50分・西武線⇒山手線

	事務長
	　
	　
	　
	　
	15分・徒歩

	ケアマネジャー
	　
	　
	　
	　
	20分・自転車

	看護師
	　
	　
	　
	　
	　

	介護職員
	
	　
	　
	　
	

	介護職員
	　
	
	
	
	


【職員連絡網（例）】
　　　　　　　　


　　　　　　









【防災関係機関等緊急連絡先一覧表（例）】
	
	機関名
	電話番号
	FAX番号
	備考

	防　災
	文京区役所
	3812-7111
	
	

	
	〃防災課
	5803-1179
	5803-1344
	

	
	〃介護保険課介護保険相談係
	5803-1383
	5803-1380
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	本郷消防署
	3824-0119
	
	

	
	〃根津出張所
	3823-0119
	
	


	
	本富士警察署
	3818-0110
	
	

	医療機関
	○○大学病院
	0000-0000
	
	

	
	○○大学附属病院
	0000-0000
	
	

	
	○○医院
	0000-0000
	0000-0000
	協力医院

	救援･応援
	法人本部
	0000-0000
	0000-0000
	

	
	○○町会長
	
	
	

	
	○○町会防災担当
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	施設管理
	○○エレベーター
	
	
	EV番号○○○○

	
	警備会社○○
	
	
	お客様番号○○○○

	
	○○建築（建物修繕）
	
	
	

	
	
	
	
	

	ライフライン
	電気
	東京電力　ｶｽﾀﾏｰｾﾝﾀｰ
	0120-995-006
	
	

	
	ガス
	東京ガス　お客様ｾﾝﾀｰ
	0570-002211
	
	

	
	水道
	都　水道局お客様ｾﾝﾀｰ
	5326-1101
	
	

	
	電話
	ＮＴＴ東日本
	116
	
	

	
	交通
	千代田線○○駅
	
	
	

	
	
	都営交通ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝ
	
	
	

	
	
	都営バス　○○支所
	
	
	

	日常取引先
	○○株式会社
	
	
	営業時間○時～○時

	
	
	
	
	担当：○○氏

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


○職員の招集・参集基準の決定
・夜間、休日、早朝における職員の参集基準を定める。

・自宅からの施設の距離、移動手段の有無、二次災害の危険性等の条件により検討。

・災害情報に応じて、収集、参集する職員を指定しておく。
※職員自身と職員の家族の安全確保が前提
【職員の招集・参集基準（例）】

	災害種別
	災害関連情報
	対象職員

	風水害
	大雨・洪水警報が発表されたとき
	指定職員

	
	暴風・警報が発表されたとき
	

	
	記録的短時間大雨情報又は土砂災害警戒情報が発表されたとき
	全職員

	
	台風に伴う暴風警報が発表されたとき
	

	地　震
	震度5弱が発表されたとき
	指定職員

	
	震度5強以上が発表されたとき
	全職員


【震災時職員の緊急出勤の基準（例）】

（震度の確認方法はテレビや携帯の緊急地震速報などの情報）
	
	管理者
	監督職・医療職
	一般職員

	震度６弱
以上
	職場からの連絡がなくても自発的に出勤
	管理者からの指示・連絡がなくても自発的に出勤
	管理者からの指示・連絡がなくても自発的に出勤

	震度５強
または５弱
	職場からの連絡がなくても自発的に出勤し施設をチェックし必要があれば職員に出勤指示
	管理者からの指示・連絡がなくても自発的に出勤
	震度５強：管理者かの指示・連絡がなくても自発的に出勤
震度５弱：管理者からの指示・連絡により出勤

	震度４
以下
	職場に連絡を取り、必要と判断すれば出勤
	施設内に異常があり、施設から連絡があれば出勤
	出勤の必要なし

	※ただし、次の状態にある職員は対象外とします。（「家族」とは同居の親族等も含む）
①職員自身もしくは家族が負傷している場合
②自宅建物が被災し、家族が危険な状態にある場合
③小学生以下の家族が自宅に居て、他に保護する家族がいない場合
④小学生以下の家族の所在が不明でかつ連絡が取れない場合
⑤職員自身が外出先で帰宅難民になり、出勤が不可能な場合


（出典　高齢者施設におけるＢＣＰ（事業継続計画）策定ガイドライン（震災編）　東京都社会福祉協議会）
○帰宅困難な職員への対応

・都の帰宅困難者対策条例（25年4月施行）に基づき、職員が一斉帰宅せず、事業所に
留まるよう予め取り決めておく。

　・文京区防災対策条例に基づき、必要な3日分の水や食糧などの備蓄に努める。
【文京区防災対策条例】

 7条　区民の責務（一部抜粋）

2　区民は、三日分の飲料水及び食糧並びに生活必需品の備蓄に努めなければならない。

35条　帰宅困難者対策（一部抜粋）

3 事業者、学校等は、あらかじめ従業員又は教職員、児童・生徒等を一定期間収容できる体
制の整備に努めなければならない。

4 事業者、学校等は、従業員又は教職員、児童・生徒等のため、食糧及び生活必需品の備蓄
並びに飲料水の確保に努めなければならない。
③利用者・関係者情報の把握

○利用者・関係者名簿の作成
・利用者の氏名、生年月日、薬、要介護度、認知症自立度等を整理し、名簿を作成。
・名簿は、災害時に首からぶら下げることができるよう、ストラップ方式等も検討する。
・個人情報の観点からデータの保管・管理には細心の注意をはらう。
・利用者名簿は被災に備え、複数個所で保管する。
【利用者・関係者（家族）名簿（例）】
	施　設　名
	
	施設
住所
	
	電話
	　　

	利用者氏名
	生年月日
	年齢
	血液型
	要介護度
	認知症自立度
	薬

	
	　 . 　.
	　歳
	　型
	
	
	

	心身の状態
	
	移送方法
	

	連絡先①
	氏　　名
	電話等
	自　宅
	　　　　　－

	
	　（続柄：　　　）
	
	その他（　　　）
	

	
	
	
	メールアドレス
	

	
	住　所
	

	連絡先②
	氏　　名
	電話等
	自　宅
	　　　　　－

	
	（続柄：　　　）
	
	その他（　　　）
	

	
	
	
	メールアドレス
	

	
	住　所
	

	


④情報収集

　区の取組

　　Ｗi-Ｆiおよび緊急速報メール（エリアメール）の活用の検討

区と事業者双方による情報伝達、共有の仕組みの検討

　　圏域毎に情報を集約する中核拠点設置の検討　など
　　
○災害情報収集手段の確保
　・防災行政無線、ホームページ、「文の京」安心・防災メール、ツイッター、緊急速報メール（エリアメール）により入手できるよう確認しておく。

　・テレビ、ラジオ、パソコン、携帯端末から情報入手できるよう準備しておく。
　・ＰＨＳの活用の検討。

　・情報機器の知識や利用方法の訓練、研修の実施。

　※災害関連情報は以下のホームページからも入手可能

○防災・災害情報（防災気象情報、水位・雨量情報、ライフライン情報など）

　文京区防災ホームページ
　http://bousaiweb.city.bunkyo.lg.jp/

東京都防災ホームページ
　http://www.bousai.metro.tokyo.jp/
○「文の京」安心・防災メール

登録をすることにより、防犯情報、文京区の気象、警報・注意報、震度、降雨量、避難勧告・指示等の緊急情報等の情報がメールで配信される。

「文の京」安心・防災メール　
　http://dim2web09.wni.co.jp/bunkyocity/bosaimail/index.html
⑤施設等の休業判断

○臨時休業の判断基準の策定

　・施設の所在する地域だけでなく、利用者等の住んでいる地域や、通所経路等の危険箇
　　所を把握した上で、適切に臨時休業の判断が下せるよう基準等を定めておく。

　・利用者への連絡方法、連絡時間等について、周知しておく。

　・前日に想定できる場合は、前日に決定し、利用者等に通知する。

　

【臨時休業判断基準の策定（例）】

・台風が直近を通ることが予想される時
　・土砂災害警戒情報や記録的短時間大雨情報が発表された時

・区の防災担当等から、避難に関する情報を得た時や、施設周辺で普段と違う状態を見つけた時など

⑥避難判断基準の策定

〇土砂災害の場合

　・土砂災害の危険箇所付近の施設では、土砂災害警戒情報が発表されたときや都のホー

ムページで示す土砂災害降雨危険度を注視し避難開始のタイミングを計る。
　・土砂災害の前兆現象が現れた場合は、危険な状況であるため、土砂災害降雨危険度の

状況によらず、一刻の猶予なく直ちに避難する。

○洪水の場合

　・浸水する前の避難が原則。都、区からの情報に注意し、避難準備情報や避難勧告、
　　避難指示が出た場合は、早急に避難する。

　・都、区からの情報がない場合でも、立地条件によって危険となる場合があることから、

　　危険を感じたら直ぐに避難する。

○地震の場合

　・地震発生後は、身の安全を図り揺れがおさまったら建物の内外を点検し、大きな亀裂や傾きなどが発見された場合には、施設外に避難する。

⑦災害に応じた避難方法の検討

区の取組

　避難所における災害時要援護者の支援
災害時要援護者トリアージ基準の作成と運用方法等の検討

　福祉避難所の整備、業務内容・機能等の検討

　福祉避難所以外での災害時要援護者受け入れの検討　など
　

○避難所・経路等の確認・検討

・災害種別毎に施設内外の避難所、避難経路、避難方法を定める。

　・区の防災課又は担当課等と協議して、避難スペース（施設内とする場合も含む。）や避
　　難経路、避難方法について決めておく。
【文京区の避難方式（基本的な避難パターン）】
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自宅が危険な場合


※自宅での場合を想定しているが、施設も同様。
※避難所　(区立の32の小・中学校等)―非常食や毛布等が被災者のために備蓄されており
生活ができる施設。

※避難場所(六義園、小石川植物園、護国寺一帯など7か所）―火災から身を守る広い場所。
【避難所（区立小・中学校等）別対象町会一覧表】

[image: image2.emf]
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○施設内に避難する場合
　・施設内の避難スペースは、予測される災害に応じて、決めておく。
【例】

・土砂災害のおそれ（西側ガケ）の場合　 　：①施設2階食堂、②施設東側１階作業室…

・床上浸水のおそれの場合　　　　　　　　 ：①施設2階作業室、②施設２階食堂…

・強風被害（ガラス破損等）のおそれの場合 ：①施設2階作業室、②施設１階ロビー…
・地震の場合　　　　　　　　　　　　　　 ：①施設2階食堂、②施設東側１階作業室…
○施設外に避難する場合

・町会・自治会毎に指定された避難所・避難場所への避難経路を複数設定し、選択でき

るようにしておく。
　・避難経路、避難方法については、避難所の立地条件・収容人員や利用者の特性を考慮して設定する。

・設定した避難経路は実際に通って、途中の危険な箇所や所要時間等を把握しておく。

【文京区地域危険度　一覧表】
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○早期の避難

　・自力で移動困難な高齢者の場合には、浸水前等の早期の段階で「早めの避難」を心が
　　ける。
○避難経路図の提示

　・施設で定めた施設内の避難スペース、施設外の避難所・避難場所と避難経路を記載した避難経路図を、利用者の分かりやすい場所に掲示しておく。

⑧食糧等の備蓄品の準備等

区の取組

　避難所及び福祉避難所における物資の備蓄
○食糧、資機材の備蓄と非常用持ち出しセット等の準備

　・救援物資が届くまで、少なくとも3日程度は自力で対応できるよう、食糧や飲料水な
どを職員分も含めて備蓄しておく。

　・通所事業所は、宿泊スペースを準備しておく。
・避難先での対応に備え、必要となる物資や機材をリストアップし、非常時用持ち出し　　セットとしておく。

・備蓄した食料や医薬品が有効期限切れにならないよう、備蓄品リストを作成し、定期的に在庫チェックをしておく。

・帰宅困難な職員のため、寝具等についても完備しておくことが望ましい。
○非常用電源等の確保

・各種機器の停止に備え、自家発電等の非常用電源について確保しておく。

○電源を必要とする機器利用者への対応

・吸引機、吸入器の電池を確保しておく。

・足踏み式吸引機の購入を検討しておく。
【主な備蓄品や災害時必要品（例）】
	区　　分
	品　　　　名

	食糧品等
	米、インスタント食品、ドライフーズ、レトルト食品、介護食の保存食、流動食、粉ミルク、飲料水（1人1日3リットル）、調味料　など

	炊事道具等
	カセットコンロ、コンロ用ボンベ、鍋、やかん、簡易食器、箸　など

	医療品等
	消毒薬、胃腸薬、傷薬、鎮痛剤、ガーゼ、包帯、脱脂綿、絆創膏、はさみ、体温計　など

	情報機器等
	携帯ラジオ、携帯テレビ、ノートパソコン、トランシーバー、メガホン、携帯電話　など

	生活用品等
	懐中電灯、電池、ローソク、ライター、タオル、石けん、トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ、簡易トイレ、紙おむつ、女性用品　など

	移送用具等
	車いす、担架　など

	安全用品等
	ヘルメット、防災ずきん、マスク　など

	作業機材等
	金づち、のこぎり、釘、スコップ、ツルハシ、発電機、燃料、投光器など

	医療施設用
	緊急用簡易ベッド、緊急用医療機器、医薬品、医療用具、手動式吸入器、吸入器の電池　など

	その他
	緊急用簡易ベッド、寝具類（防寒）、発電機　など


⑨施設・設備の定期的な点検　
○風水害対策
　・屋根瓦、雨戸などの点検補修を行う。

　・排水溝のゴミ、泥を除き、排水点検を行う。
　・強風により、木の枝が折れ、飛散しないため、樹木の剪定を行う。
○地震・火災対策
・新耐震基準が制定された昭和５６年５月以前に建築された建物については、耐震診断
を受けるとともに、必要に応じ、耐震補強の対策を講じる。

・書棚、タンス、ロッカー、机の転倒防止のため、床や壁に固定する。
・吊り下げ型の照明器具や蛍光灯等が落下しないよう、鎖やカバーなどで補強する。

・棚、戸棚に置いてあるものが落下しないよう、枠などを付ける。
・窓ガラスに飛散防止フィルムを貼る。
・火気使用器具やガスボンベ等の可燃性危険物、消防用設備などの安全確認と点検
を行う。
　・消防法に基づき、防災設備（消防用設備）の法定点検を実施する。

　【地震に備えた対策例】


[image: image5.emf]
【耐震診断費用の一部助成（耐震改修促進事業）】
区内にある昭和56年5月31日以前に建築された建築物の耐震診断を行う所有者に
対し、一定の要件に適合する場合には、耐震診断費用の一部を助成している。

　　　　　　　　　　　　問い合せ先　文京区都市計画部地域整備課　℡5803-1374
【安全対策チェックリスト（例）】
	確認箇所
	点検日
	㍻ 　　　.　 　　.
	点検者
	

	
	確認項目
	状況
	対応

	１階
	事務室
	（落下防止）吊り下げ式の照明器具や蛍光灯等
	
	

	
	
	（飛散防止）窓ガラスなど
	
	

	
	
	（転倒防止）書棚､タンス､ロッカー､机など
	
	

	
	
	（落下防止）棚､戸棚
	
	

	
	
	（安全確保）避難経路
	
	

	
	
	・・・
	
	

	
	食堂
	（落下防止）吊り下げ式の照明器具や蛍光灯等
	
	

	
	
	（飛散防止）窓ガラスなど
	
	

	
	
	・・・
	
	

	
	調理場
	（警報器）ガス漏れ
	
	

	
	
	（引火防止）火気設備周辺
	
	

	
	
	（落下防止）棚､戸棚
	
	

	
	
	・・・
	
	

	
	トイレ
	（飛散防止）窓ガラス、蛍光灯など
	
	

	
	
	（落下防止）棚､戸棚
	
	

	
	
	・・・
	
	

	
	ﾎﾞｲﾗｰ室
	（引火防止）火気設備周辺
	
	

	
	
	・・・
	
	

	
	・・・
	・・・
	
	

	
	通路
	（落下防止）吊り下げ式の照明器具や蛍光灯等
	
	

	
	
	（飛散防止）窓ガラスなど
	
	

	
	
	（安全確保）避難経路
	
	


【設備の安全対策チェックリスト（例）】

	設備
	確認日
	状況
	対応
	確認日
	状況
	対応

	1
	貯水槽
	／
	
	
	／
	
	

	2
	自家発電装置
	／
	
	
	／
	
	

	3
	発電機
	／
	
	
	／
	
	

	4
	投光器
	／
	
	
	／
	
	

	5
	・・・
	／
	
	
	／
	
	


⑩施設周辺の定期的な点検

○自然状況の点検等
　・定期的に、施設周辺の自然状況の変化、植栽・斜面の状況、水路の状況等を点検し、

　　著しい変化等がみられる場合には、区の道路課や防災課等に相談する。

　・職員全員で施設周辺の気になる箇所等を話合い、点検箇所リストを作成しておく。

【東京都に土砂災害についての窓口】

土砂災害防止法に係る窓口(土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域等について)
問い合わせ先

(公財)東京都公園協会 公益・水辺事業部　河川事業支援課　土砂災害係
　　　　　　℡042-527-9763

【施設周辺チェックリスト（例）】
	設　備
	これまでの
状　　況
	確　　認　　状　　況　

	
	
	確認日
	状況
	対応
	確認日
	状況
	対応

	1
	施設裏の側溝
	大雨時に溢れる
	／
	　
	　
	／
	　
	　

	2   
	
	　
	／
	　
	　
	／
	　
	　

	3 
	
	　
	／
	　
	　
	／
	
	

	4
	
	　
	／
	　
	　
	／
	　
	　

	5
	
	　
	／
	　
	　
	／
	　
	　


⑪職員や利用者への防災教育
○施設内研修の実施等
・職員や利用者の災害に対する理解と関心を高め、いざというとき適切な対応を取るこ
とができるよう各種災害の基礎知識や平常時、災害時に取るべき行動等を内容とする
防災教育を実施する。
　・「防災マニュアル」を活用した施設内研修を定期的に実施する。

総務省消防庁から、インターネットによる学習サイトが提供されている。
○総務省消防庁防災・危機管理ｅ －カレッジ

防災・危機管理ｅ－カレッジ　
　http://open.fdma.go.jp/e-college/
○体験型防災学習施設の活用

・様々な災害の被害想定の展示や、災害を体験ができる施設があるため、機会をつくり
　防災について学んでおく。


○東京消防庁　池袋防災館　　豊島区西池袋２－３７－８　電話3590-6565
　○東京消防庁　本所防災館　　墨田区横川４－６－６　　　電話3621-0119
　○そなエリア東京　防災体験学習施設（東京臨海広域防災公園）

江東区有明３－８－３５　　電話3529-2180

⑫防災訓練の実施
区の取組

　モデル施設を選定し地域団体と連携した訓練の検討

他の自治体や専門家（スーパーバイザー）による指導の検討　など
○定期的な防災訓練の実施

・土砂災害、洪水などの風水害や地震の発生を想定して、定期的な防災訓練を実施する。
・施設の実態に即した実効性の高い訓練となるよう、訓練用災害時行動手順チェックシ
　ートに従い、次の点に留意して実施する。
【防災訓練留意事項】
　○避難所や避難経路の安全性についての実地確認
　○自力で避難が困難な方に対する避難・救出訓練
　○職員を対象に夜間・休日の発災を想定した訓練
【防災マニュアル　訓練用災害時行動手順チェックリスト（例）】
	風水害用
	
	地震用

	· 警報発表
	結果・気づき
	
	· 地震発生
	結果・気づき

	□情報収集
	
	
	□消火活動
	

	□施設周辺の点検
	
	
	□安否確認と救護活動
	

	□職員の招集・参集（休日・夜間）
	
	
	□職員の招集・参集（休日・夜間）
	

	
	
	

	□担当業務内容の確認や準備
	
	
	□情報収集と連絡
	

	□施設の休業判断
	
	
	

	□職員や利用者への周知
	
	
	□施設外への避難または施設内の安全な場所への避難
	

	
	
	

	□施設外への避難または施設内の安全な場所への避難
	
	
	□家族への報告
	

	
	
	□健康ケアとメンタル対策
	

	□家族への報告
	
	
	□他の施設等への受入れ要請
	

	□健康ケアとメンタル対策
	
	
	

	□他の施設等へ受入れ要請
	
	


⑬地域住民・地域団体等との連携構築

区の取組
　事業者と地域団体との連携構築の仲介

　災害ボランティアセンターと連携し中期的事業運営への体制整備　など
○事業者と地域団体との連携構築

・災害が発生した場合には、避難時等に、地域住民の協力も必要となることから、施設

が立地する周辺地域とは、日頃から連携を図っておく。

・日頃から、施設で地域の行事に参加したり、あるいは、バザーなどの催しに招待する

などして、地域住民との交流に努める。
　・防災共助マップの作成を通じて、地域の防災資源を発掘し、地域住民等との協力関係

を築いておく。
　・災害時の協定を締結したときは、都、区に報告する。

○事業者相互による連携構築
・近隣施設、類似施設間で、利用者の一時受け入れや職員派遣等の災害時協定を結ぶな

ど、協力関係を確保しておく。

⑭広域応援体制

区の取組
　広域的（他の自治体内の事業所等）な応援体制の構築を支援　など
○広域的な事業所連携の構築

・同一法人内での職員派遣や利用者の受け入れ等について連携をすすめ、支援体制の強化をはかる。
・大規模災害に備え、事業所は広域的な応援体制を受けられるよう、事業所間の連携、構築に努める。

・災害時の協定を締結したときは、都、区に報告する。

⑮災害時要援護者対策

区の取組

　要援護者の課題整理

　災害時要援護者に対する情報の管理、整理、集約、活用方法の検討
　災害時要援護者の安否体制の構築

　災害時要援護者の避難の仕組みの検討　など
２　発災直後


区の取組

　災害対策本部の設置

　緊急速報メール（エリアメール）やＪアラートと防災行政無線連動による重要情報の伝達
　文の京安心・防災メール等を活用した情報伝達
　防災ホームページによる情報伝達

　避難所の開設　など

○災害体制への移行
・災害対策マニュアルに基づき、総括責任者をリーダーとした災害体制に移行する。
　○火災の発生防止と消火活動
・地震発生による火災の場合は、まず自身の身を守り、揺れがおさまったら初期消火

を行う。

　　・火元付近の職員は「火の始末」を行い、ガスの元栓を閉め、火災を防止する。

　　・出火を発見したら、直ちに消火活動を行うとともに、消防に連絡する。
　　・入所者の避難が必要か判断する。
　　・施設から避難する場合は、ブレーカーを遮断して通電火災を防止する。
　　
　○利用者等の安否確認と救護

　　・直ちに利用者・職員の安否及び負傷の有無を確認する。

　　・施設被害状況や施設周辺の危険性について確認を行う。

　　・負傷者等が発生した場合には、速やかに救出、応急手当、病院等への移送を行う。

　

　○施設被害状況の点検・確認

　　・施設被害状況や施設周辺の危険性についての確認を行う。

　　・施設が被災した場合には、消防に応援を要請し必要な指示を受ける。

　　・漏電、ボイラーの破損など二次災害発生原因になるものをすぐに点検し、異常があ

れば電力会社または電気工事事業者の判断を得る。
　　・電気、ガス、水道、電話などのライフラインや、給食等の設備（入所、通所系事業

所）に支障がないか点検を行う。

　　・ガラスの破損、備品等の転倒、タンクの水、油漏れなどを点検し、必要な清掃を実

施する。

　○災害情報収集体制の強化と発信

　　・テレビ、ラジオ、インターネットなどで区（災害対策本部）、警察、消防などの情報を入手するとともに、周辺の被害状況や交通状況など、必要な情報を収集する。
　　・余震による施設倒壊の心配がなければ、館内放送などで冷静な対応を指示する。

　　・利用者等に現在の状況を正確に伝え、不必要な不安や動揺を与えないよう努め、避

　　　難の準備など適切な行動が取れるようにする。また利用者等に家族等への連絡は施

設から一括して行う旨を伝える。

　　・被害情報などをホワイトボードや掲示板に記入し、職員間で十分な意思疎通や情報

　　　の共有化を図る。

　○利用者等の避難の要否の判断

　　・利用者等の避難が必要かどうかの判断は、施設長が災害対策本部、警察、消防から

　　　の指示、周辺の避難状況などを総合的に判断する。

　○避難をする場合の対応
　　・避難時は、施錠、火の元確認、避難先の情報掲示に配慮する。
　　・施設の損壊状況や区の災害対策本部の情報等を踏まえ、必要に応じて利用者避難スペース（施設内他）など安全な場所に避難させる。

　　・総括責任者（施設長・防災リーダー）から避難誘導の指示が出された場合には、速

やかに避難を開始する旨を利用者等に伝え、安全に避難地まで誘導する。

　　・施設敷地外へ徒歩で避難する場合には、利用者等が逃げ遅れないように各人がロー
プなどにつかまり、移動する。
　　・避難誘導が完了した場合には、全員の安全を確認するとともに、避難が完了した旨

　　　を施設長へ連絡する。

　　・避難所では、被災地から多くの住民が集まってくることから、利用施設が分かるよ

　　　う首からぶら下げることができるようなストラップ方式等や、ゼッケンや緊急避難

カード（利用者・関係者名簿）の着用等などを検討し混乱を防ぐ。

　　・協力医療機関等との連絡を密にし、避難生活で体調を崩した利用者等が出た場合に

は、迅速に必要な応急処置を行うとともに、受け入れ可能な医療機関や他施設への

入院、入所の協力依頼を行う。
　　・避難生活の程度により、段階に応じた利用者等のケアや施設職員の健康管理が必要

　　　になる。そのためスタッフと打ち合わせを行いながら、必要なケアを計画的に実施
する。
　○避難が不要な場合

　　・災害発生時は、限られたスタッフ、利用可能な設備や器具、備蓄している食糧を最

大限に利用し、施設職員が協力して利用者等の安全確保にあたる。
○利用者等の家族への状況報告

　　・災害用伝言ダイヤルサービスなど、事前に定めた災害等の連絡方法により、家族に

　　　利用者と施設の状況を伝える。

　　・利用者等の家族等への引継ぎは、家族等が直接施設又は避難場所に引き取りに来た

　　　場合のみ行うものとする。

　○職員の参集
　　・職員自身と家族の安全等が確認された後、参集基準により自発的に参集する。

　　・夜間に発生した場合、職員が参集するまでは、当直職員での対応となるが、総括責

任者（施設長・防災リーダー）の指示の下、的確な初期活動に努める。

　○被害状況の報告

　　・速やかに、区の担当等に報告する。（被害がない場合も含む）

　○地域住民・ボランティア等との協力

　　・災害応急対応対策の実施にあたっては、地域住民、ボランティア、防災関係機関、

利用者等の家族等と十分連携を図りながら対応する。
○地域団体との連携
・事業者と地域団体との協定を締結している場合は、協定に基づき支援を要請する。
【火災への対応について】
○火災発生時の対応


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○火災を発見した場合
　　・人が発見した場合、大声で、周囲に知らせるとともに、非常ベルのボタンを押す。
　　・自動火災報知設備等の作動によって発見した場合、点灯した受信機の地区表示等

　　　の場所と警戒区域一覧図を照合して確認し、現場へかけつける。

　　・現場に急行する際は、消火器、懐中電灯、マスターキー等を携行する。

　○１１９番通報について

　　・勤務中は携帯電話を身に着け、火災を発見したら、直ちに１１９番通報を行う。
　　・火災通報装置による場合、１１９番応答ランプが点滅したことを確認する。
 ○通報要領

　　・落ち着いて火災発生現場の位置と目標、火災の状況及び避難状況を正しく、はっ

きりと知らせる。（分かる範囲で良い）
　　○初期消火（消火器の場合）

　　　・消火器の安全弁（黄色いピン）を上に引き抜く。

　　　・ホースを外して火元に向ける。（炎に向けず、燃えているものに向ける）

　　　・レバーを強くにぎる。（天井まで火が上がった場合や、消火器を１～２本使用して

　　　　も火を消すことができない場合は、「消火できない」と考えられる。）
　

　　○初期消火（消火栓の場合）

　　　・ホースを伸ばす。

　　　・ポンプ起動スイッチを押す。

　　　・開閉弁を開く。

　　　・出火場所へ行き、燃えているものへ放水する。

　　○避難誘導

　　　・初期消火活動の一方で、利用者等に対し避難を呼びかけ、避難誘導を行う。

　　○避難誘導の方法

　　　・放送設備、携帯用拡声器を使用し火災の発生を知らせながら、職員が各室を回り
　　　　口頭で避難誘導等を行う。

　　　・火災時に避難する場所を決定し、指示をする。

　  ○火災避難時の留意点

　　　・姿勢を低くして、ハンカチやタオルを口と鼻に当て、煙を吸わないようにする。
　　　　・エレベーターは使用せず、階段を使用する。

　　　　・歩行困難な利用者に対する避難を積極的に支援する。

　　　　・いったん避難したら、再び中には戻らない。

　　

　　　○利用者の確認

・施設外等への避難が完了したら、速やかに避難完了者、負傷者、要救助者等に

ついて、責任者にはっきりと知らせる。また逃げ遅れた者がいないか確認する。
　　　○消防隊への引き継ぎ

・現場に到着した消防隊に、「出火場所」、「避難の状況」、「入居者数」等の状況を

報告する。
　　　○手当・病院への搬送
・避難者の状況を確認し、ケガや健康状態などを確認する。
・ケガ等に対して応急的な措置を行い、病院での診察等が必要と思われる者につ

いては、病院への搬送を行う。
3　災害発生から2日目以降
　区の取組
　　　福祉避難所の開設、運営

介護保険相談窓口の運営

　　  災害ボランティアの活用による事業者支援
　　  施設で対応が困難な利用者（要医療者等）の移送　など
①災害発生後2～3日からの対応

○利用者等の状況把握と必要な支援
・施設における利用者等に対する適切な援護を行うため、災害発生後2～3日目に、利用者、職員等の健康状態、援護の要否、施設の被害状況等の実態調査を実施し、適切な支援を行うとともに、区、都の防災担当等に報告する。
○利用者の健康ケアとメンタル対策
　　・利用者の健康状態や精神状態を確認し、体調管理や不安感の軽減に努める。

　　・心身の変調が著しい利用者に対しては、区と相談し医師やカウンセラーの受診や受

け入れ可能な医療機関への入院を検討する。

　○他の施設等への受け入れ要請
　　・施設が被災し、休業せざるを得ない場合は、協力施設や都、区の福祉担当と協議し、

　　　利用者を他の施設等で受け入れてもらうなどの検討が必要。

　　・他の施設等に引き受けてもらう際には、施設利用者一覧表などにより、利用者の配

　　　慮事項等を正確に伝える。
②施設等の再開準備
　　
○事業再開に向けた準備、情報の収集

　　・事業の再開に向け、準備、情報収集を行い、災害対策から、ＢＣＰ（事業継続計画）

へ移行させる。

○サービスの継続的、安定的供給
　 　・ＢＣＰ（事業継続計画）に基づき、利用者へ継続的、安定的にサービスを提供する。

③福祉避難所としての提供
○福祉避難所としての施設提供
　　・区との協定により「福祉避難所」に指定された施設は、利用者等や建物の安全確認
　　　及び人員確保ができた場合には、各施設を「福祉避難所」として開設する。

　【福祉避難所について】

　○福祉避難所とは
　　・地震等による家屋の倒壊消失などで被害を受けた者又は現に被害の恐れのある者の

うち、避難所で生活することが著しく困難な高齢者・障害者等を一時的に受け入れ、
避難生活の支援・応急的な食料・救援物資等の配給、支援情報の提供、医療・健康

相談などを行う。

　○対象者

　　・住宅が全壊（焼）、半壊（焼）等（破壊消防による全、半壊等を含む）の被害を受け

支障を受け、日常起居する住居を失った者のうち、避難所で生活することが著しく
困難な、高齢者・障害者等とその保護者。

・旅館、下宿屋等の宿泊人、一般家庭の来訪者あるいは通行人等で、自己の住家の被

　害とは直接関係なく現実に災害に遭遇し、速やかに避難しなければならない者のう

ち、避難所で生活することが著しく困難な、高齢者・障害者等とその保護者。

○福祉避難所の設置場所等

・特別養護老人ホーム等をはじめとした福祉施設に設置する。なお、被害の状況によ

っては、避難者数が増加することも予想されるため、介護サービス事業者、障害福

祉サービス事業者、大学等と契約を締結し、福祉避難所の確保に努める。

　④施設の復旧・復興

　○国庫補助等の活用

　　・被災した施設は、入所者等の安全で快適な生活環境を1日も早く取り戻すため、施

　　　設建物・設備等について復旧を急ぐ必要がある。

　　・区、都等と災害復旧の内容を相談し、国庫補助や福祉医療機構の融資等により、早

　　　期の復旧が図られるよう努める必要がある。
　○施設復旧の留意点

　　・復旧にあたっては、再度の被災の防止を考慮に入れ、耐震、耐火性、不燃堅牢化に

ついて考慮する。

　　・災害の規模や内容によって特別な対応が行われる場合もありうるため、災害復旧は、

　　　区等の地方自治体と十分相談しながら、実行することが必要である。
4　その他の関連情報等（他事業所の先行事例等より）
①計画停電への対策
　・ＩＨ調理器は停電時に使用できないため、カセットコンロを準備する。

　・ミキサー食の提供が困難となることも予測されるため補食用の高カロリーゼリー等を

　　準備する。

　・冷暖房対策として、氷、ホッカイロを準備する。

　・停電中の室温の変化を抑えるため、カーテン、衝立を使用する。

　・照明については、懐中電灯やランタンなどを利用する。ろうそく等の裸火は使用しな

い。

②生活用品等
　・加圧ポンプを使用している施設は、災害後断水する事が予測されるため、浴槽などに

　　水を貯めておく。

　・し尿、ゴミ収集の遅れに備え、災害用トイレは3～７日分備蓄しておく。
　・非常時の情報収集のため、太陽光発電や手巻き式充電方式の携帯ラジオや、携帯電話

　　の充電も可能な機種を準備しておく。
　・断水に備え、トイレや洗顔、洗濯等に必要となる生活用水を確保しておく。

【区内のマンホールトイレについて】


○マンホールトイレとは

　・下水マンホールの上に設置し、汚物を直接下水に流すよう施されたトイレをいう。

○備蓄場所

　・区内避難所（区立小・中学校等）の備蓄倉庫にある。

○マンホールトイレを設置する場所等

　・区内避難所（区立小・中学校等）周辺の指定された1～3か所のマンホールに設置する。

　・マンホールの蓋の鍵穴に青いゴムが入っているものが、マンホールの目印である。

③情報・連絡手段等
　・グレー、緑色の公衆電話は、発信規制対象外となっている。
④避難・移動等
　・避難、移動時にはガラスの破片が散乱しているので、必ず靴を履くよう指示をする。

　・既に定めたルートの他に、利用可能な道路は全て把握しておく。

⑤火災関連

　・ガス漏れ対策は、器具のものではなく屋外のバルブ（元栓）が有効。

　・ガス臭がしたら、まず、換気（窓、ドアといった開口部を全て開ける。換気扇は不可）し、次にガスの元栓を閉める。

  ・ガス漏れの心配がある場合、照明器具、換気扇等の電気器具のスイッチを入れない。

　・電気設備のブレーカーを切断し、2次被害発生の防止措置を取る。

【参考資料】

平成24年5月に文京区が実施した「介護サービス事業所の災対等に関する取組状況調査」の結果について（抜粋）
[image: image6.emf]４２施設

業種

通所介護（認知症対応型含む） 25

60%

通所リハビリ 3

7%

介護老人福祉施設（短期入所生活介護） 3

7%

介護老人保健施設（短期療養介護） 1

2%

介護療養型医療施設　　 0

0%

特定施設入居者生活介護 3

7%

小規模多機能型居宅介護 3

7%

認知症対応型共同生活介護

4

10%

１　貴事業所では災害等に関するマニュアルがありますか

ある 42

100%

ない 0

0%

1-2　どのような災害等を想定したものですか

地震 34

81%

火災 36

86%

風水害 10

24%

感染症 35

83%

その他 1

2%

２　（１）情報収集、連絡に関して

①施設（事業所）の耐震診断等による

耐震能力の把握

対応済み 23

55%

未対応 19

45%

②施設（事業所）の地域の地震発生時の

被害想定の把握

対応済み 21

50%

未対応 21

50%

③家具等の転倒防止対策　

対応済み 29

69%

未対応 13

31%

④施設（事業所）の破損が著しいことによる

運営困難時の対応のマニュアル化

対応済み 12

29%

未対応 30

71%

　　（２）情報収集、連絡に関して

①災害情報を収集する方法のマニュアル化

対応済み 28

67%

未対応 14

33%

②職員間連絡体制のマニュアル化

対応済み 41

98%

未対応 1

2%

③職員間連絡の訓練実施　

対応済み 26

62%

未対応 16

38%

文京区介護事業者連絡協議会に加入している151事業所へ平成

24年5月アンケートを送付し、91事業所より回答があった。なお、

一つの事業所で複数のサービスを実施していることから、事業所

の総数は151事業所となっている。

１　事業所における災害等に関するマニュアルの有無

災害等に関するマニュアルは調査したすべての事業所で作成していた。想

定している災害別では、火災、地震、感染症の順になっていた。

（複数回答のため１００％以上になる）

２（１）情報収集、連絡、被害想定等に関して

施設の耐震診断能力の把握では、対応済みが５５％、未対応が４５％で

あった。事業所の地震発生時の被害想定の把握している事業所は５０％で

あった。家具等の転倒防止対策への対応ができている事業所は６９％で

あった。事業所の破損が著しいことによる運営困難時のマニュアル化できて

いる事業所は、２９％であった。

２（２）情報収集、連絡（訓練等）について

災害情報を収集する方法をマニュアル化への対応をおこなってい

る事業所は、６７％であった。職員間連絡体制のマニュアルがで

きている事業所は９８％であった。職員間の訓練を実施している

事業所は６２％であった。

60%

7%

7%

2%

0%

7%

7%

10%

通所介護（認知症対応型含む）

通所リハビリ

介護老人福祉施設（短期入所…

介護老人保健施設（短期療養…

介護療養型医療施設

特定施設入居者生活介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

業 種

81%

86%

24%

83%

2%

地震

火災

風水害

感染症

その他

想定した災害

55%

45%

対応済み

未対応

（１）①施設の耐震能力の把握

50%

50%

対応済み

未対応

② 被害想定の把握

69%

31%

対応済み

未対応

③ 家具転倒防止対策

12

30

対応済み

未対応

④ 運営困難時の対応マニュアル化

100%

0%

ある

ない

災害等に関するマニュアル

67%

33%

対応済み

未対応

（２）①情報収集方法のマニュアル化

98%

2%

対応済み

未対応

② 職員連絡体制のマニュアル化

62%

38%

対応済み

未対応

③ 職員連絡訓練の実施


[image: image7.emf]　　（２）情報収集、連絡に関して

④利用者、家族との連絡体制のマニュアル化

対応済み 26

62%

未対応 16

38%

⑤利用者、家族との連絡の訓練実施

対応済み 5

12%

未対応 37

88%

⑥医療機関、消防・警察署、区市町村等

災害時連絡先の把握

対応済み 34

81%

未対応 8

19%

　　（３）人員確保に関して

①災害時の職員の参集・帰宅計画の作成

対応済み 16

38%

未対応 26

62%

②人員確保ができないことによる運営困難時

の対応のマニュアル化

対応済み 13

31%

未対応 29

69%

③帰宅困難な職員の食糧、毛布等の備蓄　

対応済み 26

62%

未対応 16

38%

　　（４）サービス提供に関して

①利用者のための食糧、物品等の備蓄

定期点検　

対応済み 27

64%

未対応 15

36%

② ライフラインが止まった場合の対応の

マニュアル化

対応済み 12

29%

未対応 30

71%

③利用者の緊急性の把握、緊急対応が必要

な利用者に対する対応のマニュアル化

対応済み 24

57%

未対応 18

43%

④他機関との連携　

対応済み 25

60%

未対応 17

40%

1医療機関 20

48%

2近隣住民 13

31%

3関連施設 12

29%

4近隣事業所 10

24%

5地域包括支援センター 11

26%

6その他 5

12%

　　（５）マニュアル、訓練に関して

①災害直後、１日目、２日目以降…等

時系列のマニュアルの作成

対応済み 9

21%

未対応 33

79%

②職員へのマニュアルの周知　

対応済み 27

64%

未対応 15

36%

③マニュアルを活用した訓練の実施

対応済み 16

38%

未対応 26

62%

（３）人員確保に関して

災害時の職員の参集・帰宅計画を作成している事業所は、３８％であった。

人員確保ができないことによる運営困難時の対応マニュアルができている

事業所は、３１％であった。帰宅困難な職員の食糧、毛布の備蓄に対応で

きている事業所は、６２％であった。

（４）サービス提供に関して

利用者のための食糧、物品等の備蓄の定期点検が実施している事業所

は、６４％でった。ライフラインが止まった場合の対応のマニュアル化してい

る事業所は、２９％であった。利用者の緊急性の把握、緊急対応が必要な

利用者に対する対応をマニュアル化している事業所は、５７％であった。他

機関との連携をとっている事業所は、６０％であった。連携先は、医療機関、

近隣住民、関連施設の順になっていた。

（５）マニュアル、訓練に関して

災害直後、１日目、２日目以降時系列のマニュアルを作成している事業所

は、２１％であった。職員へのマニュアルの周知は６４％の事業所が対応し

ていた。マニュアルを活用した訓練の実施は３８％であった。

２（２）情報収集、連絡（訓練、災害時連絡先等）について

利用者、家族との連絡体制をマニュアル化している割合は６２％であった。

また利用者、家族との連絡の訓練を実施している事業所は１２％であった。

医療機関、警察・消防署、区市町村等との災害時連絡先を把握している事

業所は、８１％であった。

12%

88%

対応済み

未対応

⑤利用者・家族との連絡の訓練実施

62%

38%

対応済み

未対応

④利用者・家族との連絡体制のマニュアル化

81%

19%

対応済み

未対応

⑥災害時の連絡先の把握

31%

69%

対応済み

未対応

②人員確保困難時の対応のマニュアル化

38%

62%

対応済み

未対応

（３）①職員の参集・帰宅計画の作成

62%

38%

対応済み

未対応

③帰宅困難職員の食料等の備蓄

64%

36%

対応済み

未対応

（４）①利用者の食料等の備蓄

29%

71%

対応済み

未対応

②ライフライン停止時の対応のマニュアル化

57%

43%

対応済み

未対応

③利用者の緊急対応のマニュアル化

48%

31%

29%

24%

26%

12%

医療機関

近隣住民

関連施設

近隣事…

地域包…

その他

④他機関との連携先

21%

79%

対応済み

未対応

（５）①災害２日までの時系列マニュアル作成

64%

36%

対応済み

未対応

②職員へのマニュアルの周知

38%

62%

対応済み

未対応

③マニュアルを活用した訓練の実施

60%

40%

対応済み

未対応

④他機関との連携


[image: image8.emf]109施設

業種

居宅介護支援 43

39%

訪問介護 33

30%

訪問看護 11

10%

訪問入浴 1

1%

訪問リハビリ 6

6%

居宅療養管理指導 3

3%

地域包括支援センター 2

2%

夜間対応型訪問介護 0

0%

福祉用具貸与 7

6%

小規模多機能型居宅介護 3

3%

 

ある 95

87%

ない 14

13%

1-2　どのような災害等を想定したものですか 0

地震 85

78%

火災 38

35%

風水害 37

34%

感染症 70

64%

その他 8

7%

２　（１）情報収集、連絡に関して

①災害情報を収集する方法のマニュアル化

対応済み 60

55%

未対応 49

45%

②職員間連絡体制のマニュアル化

対応済み 86

79%

未対応 21

19%

③職員間連絡の訓練実施　

対応済み 33

30%

未対応 74

68%

④利用者、家族との連絡体制のマニュアル化

対応済み 56

51%

未対応 53

49%

⑤利用者、家族との連絡の訓練実施

対応済み 3

3%

未対応 106

97%

⑥医療機関、消防・警察署、区市町村等

災害時連絡先の把握

対応済み 64

59%

未対応 45

41%

　　（２）人員確保に関して

①災害時の職員の参集・帰宅計画の作成

対応済み 44

40%

未対応 65

60%

②人員確保ができないことによる運営困難時の

対応のマニュアル化

対応済み 28

26%

未対応 81

74%

③帰宅困難な職員の食糧、毛布等の備蓄

対応済み 51

47%

未対応 58

53%

1 災害等に関するマニュアルの有無

８７％の事業所で作成していた。想定している災害別では地震、感染症、

火災、風水害の順になっていた。

２（１）情報収集、連絡に関して

災害情報を収集する方法をマニュアル化している事業所は５５％であった。

職員間連絡体制のマニュアルができている事業所は、７９％であった。職

員間連絡の訓練を実施している事業所は、３０％であった。利用者、家族と

の連絡体制のマニュアルがある事業所は、５１％であった。利用者と家族と

の連絡の訓練を実施している事業所は、３％にとどまった。医療機関、消

防・警察署、区市町村等の災害時連絡先の把握できている事業所は５９％

であった。



２（２)人員確保について

災害時の職員の参集・帰宅計画を作成している事業所は４０％であった。人員確保

ができないことによる運営困難時の対応マニュアルのある事業所は２６％であっ

た。帰宅困難な職員の食糧、毛布等の備蓄している事業所は４７％であった。

39%

30%

10%

1%

6%

3%

2%

0%

6%

3%

居宅介護支援

訪問介護

訪問看護

訪問入浴

訪問リハビリ

居宅療養管理指導

地域包括支援センター

夜間対応型訪問介護

福祉用具貸与

小規模多機能型居宅介護

業 種

87%

13%

ある

ない

災害等に関するマニュアル

78%

35%

34%

64%

7%

地震

火災

風水害

感染症

その他

想定した災害

55%

45%

対応済み

未対応

（１）①情報収集のマニュアル化

79%

19%

対応…

未対応

②職員の連絡体制マニュアル化

30%

68%

対応…

未対応

③職員間連絡の訓練

51%

49%

対応…

未対応

④利用者家族・連絡のマニュアル化

3%

97%

対応…

未対応

⑤利用者家族・連絡の訓練

59%

41%

対応…

未対応

⑥災害時の連絡先把握

40%

60%

対応…

未対応

（２）①職員の参集等計画作成

26%

74%

対応…

未対応

②運営困難時の対応マニュアル化

47%

53%

対応…

未対応

③帰宅困難職員の食料等の備蓄


[image: image9.emf]　　（３）安否確認に関して

①利用者の安否確認のマニュアル化

対応済み 68

62%

未対応 41

38%

②利用者の緊急性の把握、緊急対応が必要な

利用者に対する対応のマニュアル化

対応済み 68

62%

未対応 41

38%

③利用者の優先順位リストの作成

対応済み 50

46%

未対応 59

54%

　　（４）利用者宅に関して

①利用者宅の耐震診断等による耐震能力の把握

対応済み 2

2%

未対応 107

98%

②利用者宅の地域の地震発生時の被害想定

避難所等の把握

対応済み 43

39%

未対応 66

61%

③家具等の転倒防止対策

対応済み 29

27%

未対応 80

73%

④利用者宅の破損が著しいことによる

居住困難時の対応の確認

対応済み 10

9%

未対応 99

91%

　　（５）サービス提供に関して

①サービス提供に必要な物品、医薬品等の

備蓄、定期点検

対応済み 41

38%

未対応 68

62%

②ライフラインが止まった場合の対応のマニュアル化

対応済み 17

16%

未対応 92

84%

③他機関との連携

対応済み 47

43%

未対応 62

57%

1医療機関 32

29%

2近隣住民 10

9%

3関連施設 15

14%

4近隣事業所 19

17%

5地域包括支援センター 24

22%

6その他 3

3%

　　（６）マニュアル、訓練に関して

①災害直後、１日目、２日目以降…等

時系列のマニュアルの作成

対応済み 30

28%

未対応 79

72%

②職員へのマニュアルの周知　

対応済み 62

57%

未対応 47

43%

③マニュアルを活用した訓練の実施

対応済み 8

7%

未対応 101

93%

（４）利用者宅に関して

利用者宅の耐震診断等による耐震能力の把握をしている事業所は２％で

あった。利用者宅の地域の地震発生時の被害想定、避難所等の把握して

いる事業所は３９％であった。（利用者宅の）家具等の転倒防止対策に対

応している事業所は２７％であった。利用者宅の破損が著しいことによる居

住困難時の対応の確認ができている事業所は９％であった。

（５）サービス提供に関して

サービス提供に必要な物品、医薬品等の備蓄、定期点検を実施している事

業所は、４１％であった。ライフラインが止まった場合の対応のマニュアル化

している事業所は、１７％であった。他機関と連携している事業所は４７％

であった。連携先は、医療機関、地域包括支援センター、近隣事務所の順

になっていた。

（６）マニュアル、訓練に関して

災害直後、１日目、２日目以降…等時系列のマニュアルの作成をしている

事業所は２８％であった。職員へのマニュアルの周知をしている事業所は５

７％であった。マニュアルを活用した訓練を実施している事業所は７％で

あった。

２（３）安否確認に関して

利用者の安否確認のマニュアル化している事業所は６２％であった。利用

者の緊急性の把握、緊急対応が必要な利用者への対応マニュアルがある

事業所は６２％でった。利用者の優先順位リストを作成している事業所は４

６％であった。



62%

38%

対応…

未対応

（３）①利用者安否確認マニュアル化

62%

38%

対応…

未対応

②利用者緊急対応のマニュアル化

46%

54%

対応…

未対応

③優先順位リストの作成

2%

98%

対応…

未対応

（４）①利用者宅の耐震能力の把握

39%

61%

対応…

未対応

②利用者宅地域の避難所の把握

27%

73%

対応…

未対応

③家具等の転倒防止対策

9%

91%

対応…

未対応

④居住困難時の対応の確認

38%

62%

対応…

未対応

（５）①物品の備蓄・定期点検

16%

84%

対応…

未対応

②ライフライン停止時の対応マニュアル

43%

57%

対応…

未対応

③他機関との連携

29%

9%

14%

17%

22%

3%

医療…

近隣…

関連…

近隣…

地域…

その他

連携先

28%

72%

対応…

未対応

（６）①災害直後のマニュアル

57%

43%

対応…

未対応

②職員へのマニュアルの周知

7%

93%

対応…

未対応

③マニュアルを活用した訓練
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平成23年7月　　大阪市

　　　　　　　 　大阪市一般社団法人大阪市福祉施設連盟

・「福祉・医療施設防災マニュアル作成指針」

　平成22年1月　　山口県健康福祉部
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介護職員Ａ


666-7777


090-6666-7777





理事長


111-2222


090-1111-2222





ケアマネジャー


444-5555


090-4444-5555





介護職員Ｂ


777-8888


090-7777-8888





事務長


333-4444


090-3333-4444





施設長


222-3333


090-2222-3333








888-9999


090-8888-9999





看護師


555-6666


090-5555-6666








999-0000


090-9999-0000





火災覚知





近くの人に火災を知らせる





初期消火





119番通報





避難誘導





利用者の確認





負傷者の手当て





病院への搬送








